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旧労働省「事業内ホームヘルプ制度」の導入と展開
西 浦 功※
１ は じ め に
以前、筆者が別稿で日本におけるホームヘ
ルプ制度の源流について執筆した際（西浦：
２００７）、その源流のひとつとして旧労働省主
管の「事業内ホームヘルプ制度」を紹介した。
日本のホームヘルパーの歴史において、こ
の「事業内ホームヘルプ制度」は重要な焦点
のひとつである。なぜなら、旧厚生省が１９６２
（昭和３７）年に開始する老人家庭奉仕員制度
より早い１９６０（昭和３５）年に開始されたこと
のみならず、日本の家事サービス業の近代化
にも一定の役割を果たしたからである。それ
にもかかわらず、この制度に関する既存研究
は、清水（２００４）によって制度の概要が紹介
される程度であり、制度創設の経緯やその後
の展開過程についてほとんど取り上げられて
いない。
そこで、本稿ではこの事業内ホームヘルプ
制度が導入された経緯と社会的背景、運営上
の諸処の課題をとりあげ、最後に家事の社会
化に対して事業内ホームヘルプ制度がもつ意
味について考察する。
２ 事業内ホームヘルプ制度導入の経緯
２－１ 事業内ホームヘルプ制度の概要
事業内ホームヘルプ制度とは、事業場がホー
ムヘルパーを常時雇用しておき、従業員家族
の家事担当者が病気や出産等のため家事処理
に支障をきたした際、派遣して家事を援助す
る制度のことである。各事業場の福利厚生事
業の一環として位置づけられるため、ヘルパー
の雇用主としての賃金の支払いをはじめ、派
遣先家庭・派遣時間及び期間・作業内容の決
定等の運営業務を担うのは、全て各事業場で
ある。またホームヘルパーは常雇とし、家庭
派遣の有無に関わらず一定の賃金を支払うと
労働省通達で定められている点で（１９６１．７．４
「事業内ホームヘルプ制度運営指導体制の整
備について」）、パート職を活用する現在のホー
ムヘルパーとは異なる。その背景には、後に
述べるように、ホームヘルプ事業を職業紹介
行為と区別し、かつ近代的職業として確立す
るという狙いがあった１）。
１９６０（昭和３５）年の制度開始以来、労働省
は①制度導入を検討している事業場への指導、
②ホームヘルパーの訓練養成と事業場への紹
介等を通じて、同制度の普及を図った。また、
１９６４（昭和３９）年には資本力の乏しい中小企
業が同制度を採用しやすくなるよう、いくつ
かの企業が共同でホームヘルプ事業を運営す
る「共同方式」を開発し、各企業への普及活
動を実施した（表１参照）２）。
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２０１０ ．１３，９９－１１０
労働省のこれらの努力が実を結び、最盛期
には３００余の大企業が同制度を採用したほか、
全国２０余地区の中小企業群で共同方式が採用
されるに至った（図１）。この事業内ホーム
ヘルプ制度がどのような経緯で生まれたのか、
労働省の内部資料に依拠しつつ、次節で詳述
する。
２－２ 事業内ホームヘルプ制度導入の主な
背景
労働省婦人少年局の内部資料に基づくと、
同局が事業内ホームヘルプ制度導入を検討す
るに至った理由として、主に次の二点が挙げ
られる。すなわち①労働者家族福祉の推進と
②婦人の職業分野の開拓である。それぞれの
具体的内容は以下の通りである。
２－２－１ 労働者家族福祉の推進
戦後日本において産業化・都市化が進行す
るに伴い、都市部における労働者世帯数は急
増する。１９５９（昭和３４）年には労働者世帯が
全世帯のほぼ半数を占めるようになり、世帯
構成人数も低下の一途をたどった。このよう
な急激な社会人口学的変化に伴い、これまで
家族員が担っていた様々な家族機能も徐々に
弱まることとなる。ここからにわかに注目さ
れ始めた問題が、妻が病気や出産のため家事
遂行が困難になった際の対応である。
【表１ 事業内ホームヘルプ制度関連年表】
（注）婦人少年協会「婦人と年少者」、労働省婦人少年局「事業内ホームヘルプ制度の現状」、労務研究所「旬刊福利厚生」
をもとに作成
年 月 事項
１９５１ ６ 富士銀行、日本の企業としてはじめて独自にホームヘルプ制度を開始
１９５７ ８ 労働省、「労働者の不就労理由予備調査結果報告」
１９６０ １ 事業内ホームヘルプ制度のモデル事業場として、石川島重工業が家事サー
ビスホームヘルパーの派遣を開始
３ 労働省、「主婦の病気・出産時の静養に関する調査結果報告」
４ 大阪府警、「ポリス・ホーム・ヘルパー制度」を開始（家事担当者が病
気等の際に家政婦をあっせん）
５ 労働省、事業内ホームヘルプ制度を開始（労働省通達「事業場における
従業員家族のための家事援助制度の推進について」）
６ 労働省婦人少年局、はじめてホームヘルパーの講習会を開く
１９６１ ７ 労働省、事業内ホームヘルプ制度の運営指針を示す（労働省通達「事業
内ホームヘルプ制度運営指導方針」）
１９６２ ４ ホームヘルパー講習会の実施主体が、労働省婦人少年局から、都道府県
の職業訓練主務部局へと代わる（労働省通達「ホームヘルパーの養成計
画について」）
１９６３ １１ 労働省、京都府の西陣着尺織物工業協組をモデルとして、中小企業向け
ホームヘルプ制度「共同方式」を実験する
１９６４ ６ 労働省、ホームヘルプ制度「共同方式」を開始（労働省通達「共同方式
による事業内ホームヘルプ制度の推進について」）
１９６６ １１ 労働省、ホームヘルパ ５ー，０００名養成計画を発表
１９６８ ９ 労働省、「主婦の病気、出産時における家事処理についての調査結果報
告書」
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労働省は、昭和２０年代後期から労働者家族
が抱える様々な生活問題について調査を進め
てきたが、その過程で労働者家族の世帯員数
低下が様々なリスクをもたらしていることが
明らかとなった。例えば、労働省婦人少年局
主催で当時全国的に実施された「労働者家族
問題研究会議」では、工場での作業中の事故
の原因として、家族の不和やトラブルに伴う
夫の疲労が大きな要因のひとつであることが
指摘されている（労働省婦人少年局，１９５７）３）。
また労働省では、家事担当者の病気等のア
クシデントが夫の勤務にどのような影響を及
ぼすかを把握するため、数度にわたって「主
婦の病気・出産時の対応に関する調査」を実
施している。その調査結果として、主婦病臥
中は多くの場合夫が家事を代行すること、そ
のために年平均４～６日会社を欠勤すること
等が指摘されている。
このように、労働者家族が厳しい状況にさ
らされていた一方で、１９６０年代当時、彼らが
有事の際に妻の代わりの家事担当者を確保す
ることはとても困難であった。なぜなら、農
村から都市部へ移動したての多くの若年夫婦
にとって、気軽に頼ることのできる近隣・親
戚はそういなかったし、当時の家政婦サービ
スの利用料はとても高価だったからである４）。
かくして、「家族が脆弱であることが夫の
労働生産性の低下をもたらす」という認識が
労働省や多くの企業経営層に広がったことが、
事業内ホームヘルプ制度導入への強い後押し
になったのである。
２－２－２ 婦人の職業分野の開拓
前節で当時の家事サービスの利用料が高価
だった旨を指摘した。もし若年夫婦にとって
の経済的負担のみに配慮すれば良いのであれ
【図１ 事業内ホームヘルプ制度 採用事業場数の推移】
（注）婦人少年協会「婦人と年少者」、労働省婦人少年局「事業内ホームヘルプ制度の現状」、労務研究所「旬刊福利厚生」
をもとに作成
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ば、サービス利用者に対する補助金支給を行
いさえすればよく、企業が自らホームヘルパー
を雇用する必要はない５）。それにもかかわら
ず、なぜ労働省は補助金支給方式をとらず、
各企業の常雇ヘルパーによる家事サービス事
業にこだわったのであろうか。
その背景には、家事サービス事業を近代的
職業として確立し、中年婦人層にとっての望
ましい就職先として確保しようとする労働省
の思惑があった。
当時の日本では、少しずつ婦人の雇用機会
が増大しつつあったものの、多くの場合新規
学卒者や若年層の夫人に限られ、中年以上の
婦人や家庭で家事に専念してきた婦人は、就
職上不利な立場に立たされていた。
一方、当時の中年婦人の主な就職先として
は「家事使用人」があり、かつ利用者側から
の需要はとても大きかった。しかし、同職業
に対する法的な保護規制がなく、近代的職業
として確立していない等の理由から求職者は
減少し、人手不足の状況が慢性化しつつあっ
た６）。事業内ホームヘルプ制度には、こうし
た状況を改善することで、中年婦人の就職先
を確保しようという狙いもあったのである７）。
２－３ 制度設計における主な特徴
事業内ホームヘルプ制度の特徴として、こ
こでは二点を挙げておきたい。
第一に、各従業員家庭へ派遣するホームヘ
ルパーは常時雇用とし、労働基準法に基づく
労働者として遇するということである。前節
で述べたように、事業内ホームヘルパー制度
が導入された理由のひとつは、家事サービス
業の近代化を通じて中年婦人にとって安定し
た就職先を確保することにあった。そのため
には、旧来の人材派遣業が中間搾取や強制労
働の温床であったことをふまえ、労働者の権
利を守るしくみづくりが必要だったのである８）。
第二の特徴は、ホームヘルパーが派遣先で
行う作業の種類、順序、時間配分等を編成し
定型化した「標準家事作業」を定めたことで
ある。これを定めた理由として、①主として
派遣先の主婦の指揮監督下で作業を行う家事
使用人とは一線を画し、事業場がヘルパーの
管理―指揮監督の責務を負うことを明確にす
ること、②各家庭の事情に合わせ、より短時
間で効率よく家事作業を実施できるよう、作
業の手順や作業内容の大枠を定める必要があっ
たこと、等が挙げられる。
事業内ホームヘルプ制度の実施に先立ち、
労働省婦人少年局は海外諸国の事例研究を通
じて制度導入に伴う課題を整理している。そ
のなかで、家事サービス業を社会的労働とし
て確立するための条件のひとつに挙がったの
が、「生活様式や家事処理方法の標準化」で
ある。それまで家事サービスの主流であった
「住込女中」と異なり、ホームヘルパーは毎
日異なる家庭に派遣されうる。そのため、ど
の家庭にもある程度共通する標準的作業手順
がなければ、円滑な業務遂行は難しく、労務
管理上も不都合が多い。日本の場合、欧米ほ
ど生活様式の標準化が進んでいないとはいえ、
都市の勤労者家庭は（住宅様式の規格化・電
気器具の普及・日用品の商品化・マスコミの
影響等の理由で）家事の標準化の程度が相対
的に進んでおり、制度導入に適しているであ
ろう。同制度導入にあたっては、労働省のこ
のような現状認識があったのである（労働省
婦人少年局，１９６１：２３）。
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３ 事業内ホームヘルプ制度の展開
労働省は１９６０（昭和３５）年１月、石川島重
工業をモデル事業場としてホームヘルパー派
遣制度を実験的に開始し、同年５月の労働省
通達「事業場における従業員家族のための家
事援助制度の推進について」をもって本格的
な制度普及に乗り出した。その後の制度の波
及状況はどのようなものであったのだろうか。
制度を採用した事業場の所在県のひろがりを
見ると、制度開始初期は大都市圏のみに制度
の採用が限られていたものの、年を追うに従っ
て各地で採用が広がり、１９６７（昭和４２）年度
には京浜・東海・瀬戸内・九州地区のほとんど
の県に同制度が波及したことがわかる（図２）。
制度普及のため、労働省は同制度を積極的
に広報したことをはじめ、１９６２（昭和３７）年
よりヘルパー講習会の主催を各都道府県に移
し、北海道、愛知県、広島県等、各地で講習
会を実施した。上記の波及過程にはこのよう
な労働省の取組が反映されている。
ところで業界別に見た場合、特にどの業界
において制度採用が進んだのであろうか。そ
れを表したのが図３である。
［１９６１（昭和３６）年６月］ ［１９６３（昭和３８）年６月］ ［１９６７（昭和４２）年９月］
（注）婦人少年協会「婦人と年少者」、労働省婦人少年局「事業内ホームヘルプ制度の現状」、労務研究所「旬刊福利厚生」
をもとに作成
【図２ 事業内ホームヘルプ制度波及の推移（都道府県別）】
（注）労働省婦人少年局「事業内ホームヘルプの現状」
をもとに作成
【図３ 業界別ホームヘルプ制度導入事業場
数割合（１９６７年９月）】
（N＝２３９）
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ホームヘルプ制度を採用した事業場全体の
５１．９％（１２４事業所）を製造業が占め、以下
金融・保険業（２４．３％、５８事業所）、卸売業・
小売業（７．５％、１８事業所）の順となる。製
造業での採用数が多いという結果は、前節で
述べたように工場での事故を防止し生産性を
高めたいという労働省や経営層の思惑に沿っ
たものといえる。しかし、全体に占める割合
の大きさとはうらはらに、製造業におけるホー
ムヘルプサービスの利用は必ずしも順調には
拡大しなかった。その詳細については後述す
る。
このように順調に導入企業数を増やしてい
た事業内ホームヘルプ制度も、１９７３（昭和４８）
年頃から曲がり角を迎える。図１からわかる
ように、この年に制度採用事業場数の伸びが
停まるのである。その理由として清水（２００４）
は、第一次オイルショックを契機とした不況
のため、各企業が事業内ホームヘルプ制度を
はじめとする福利厚生に予算をかける余裕が
無くなったことを指摘する。この他にも、当
時の労働省の内部資料から伺えるひとつの事
情がある。
労働省の内部資料である「事業内ホームヘ
ルプ制度 ―その方式と運営について―」は、
制度開始以来何度かの改訂を経ているが、１９７４
（昭和４９）年版では、それまでの版の記述内
容と大きく異なる特徴が二つ現れる。
第一の特徴は、ホームヘルプ制度推進の趣
旨説明の中で、初めて「勤労婦人の増加」に
ついて言及されていることである。合わせて、
子どもが病気になった際、妻が面倒をみる割
合が極めて多く、子供の世話のために欠勤す
る日数も妻のほうがずっと多いことが指摘さ
れている。このような記述は、それまでの版
において「夫の欠勤」が大きく問題視されて
いたこととは、大きく対照的である。また、
第二の特徴として、「主婦」という表記を意
図的に避け、代わりに「家事担当者」という
表記を用いられていることも注目すべき点で
ある（労働省婦人少年局，１９７４）。
当初、事業内ホームヘルプ制度の設立理由
として、第一に主婦の病気・出産に伴う夫の
負担を和らげ、夫が仕事に専念できるよう配
慮すること、第二に中年婦人の安定した職業
先を確保すること、の二点が挙げられていた。
しかし、日本経済が高度経済成長期から低成
長期へ転換し、かつ女性の社会進出が進むに
従って、事業内ホームヘルプ制度の意義も変
化していった。つまり、中年婦人の職業先確
保という目的が背景に退き、代わりに「男女
同権」の枠組が前面に出てくる過程がこの記
述内容の変化から伺えるのである。
また昭和５０年代以降、各企業では人件費削
減のため、企業が直接ヘルパーを雇用するケー
スはごく少数となり、一方で業者と委託契約
を結び利用料を補助する方式をとる企業が多
くを占めるようになった。企業の常雇ヘルパー
を通じて中年婦人の雇用を喚起する時代は、
こうして終わりを迎えたのである９）。
４ 事業内ホームヘルプ制度運営上の
問題点
事業内ホームヘルプ制度は、利用料が低廉
であることに加え、事業所が直接ヘルパーを
雇用するため安心して利用できる点が従業員
家族からとても喜ばれた。また、同制度を採
用した企業からは、家庭の理由による欠勤が
減少したほか、工場勤務の安全性が向上した
などの高い評価が労働省に寄せられたという。
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しかし一方では、心ならずも運営に行き詰り
同制度を中断する事業場も存在した。本節で
は、その理由について述べる。
各企業が事業内ホームヘルプ制度運営上で
直面した主な障壁として、①ヘルパーの利用
頻度が思うように向上しないこと、②利用申
込の閑散期の存在、遠方に住む従業員家庭へ
の派遣に伴うコスト等の理由でヘルパーの効
率的活用が難しいこと１０）、③他事業場との兼
ね合いからヘルパーに高い報酬を確保しなけ
ればならないこと、の三点を挙げることがで
きる１１）。
当時の労働省内部塗料によれば、各事業場
ヘルパーの「家庭派遣率」（従業員家庭への
派遣日数／総出勤日数）は、１９６７（昭和４２）
年９月時点で平均約６０％程度であった。さら
に、事業場毎のばらつきが大きく、派遣率の
低い事業場では年間３０％程度のところもあっ
たという（労働省婦人少年局：１９６７）。
このようにヘルパーの派遣率が伸び悩んだ
理由として、当時の労働省は「従業員へのＰ
Ｒ不足」を主な要因に挙げたが（労働省婦人
少年局，１９６９：１５）、その他にもいくつか考
えられる要因がある。例えば桐木逸郎は、ホー
ムヘルプ制度の普及に伴い、次第に従業員や
家族の考えの中に、企業が家庭の中に介入す
るのを嫌がる傾向が出はじめたことを著書の
中で指摘している（桐木，１９７４：３４）。彼の
指摘は、社会学者が指摘する、日本家族の
「私事化」の現われとして解釈できよう。
一方、労務研究所発行の機関紙「福利厚生」
の特集記事では、従業員の社会階層によって
ヘルパーの利用度に差があったという事例が
紹介されている。例えば麒麟麦酒横浜工場で
は、１９６２（昭和３７）年１月からヘルパー派遣
を開始したが、利用動向を見ると、工場全職
員の５～６％に過ぎない職員層が利用者の多
くを占め、工員利用はただの１例に過ぎなかっ
た１２）。
さらに、労務研究所が民間企業５０社を対象
として１９６５（昭和４０）年に実施した調査によ
れば、部課長級の職階の高い職員層の利用が
あまりにも高いことが問題として指摘されて
いる（労務研究所，１９６５：８）（表２参照）。
このように工員層の利用が少ない理由につ
いて、麒麟麦酒横浜工場の労働組合員の意見
をみると、「うちの中をみられる」心配は存
外少なく、むしろ「ヘルパーは何となくえら
い感じ」というのと、「隣り近所で助け合え
る」とするものが多かったという（労務研究
所，１９６２：１６）。
なぜ、当時のホームヘルパーが利用者側か
ら「何となくえらい感じ」と受け止められた
のであろうか。先述したように、事業内ホー
ムヘルプ制度導入の狙いの一つには、家事サー
ビス業の近代化を図ろうとした労働省の思惑
があった。ホームヘルパーの待遇改善を図る
と共にヘルパー講習の受講を必修とすること
で、労働省は業界全体の質の向上を図ったの
である。しかし、こうした労働省の努力は、
一方でホームヘルパーを知識階級的で近寄り
難いものにするという副作用を少なからず生
みだしたようである１３）。そのため、企業の中
には「おばさん的気安さ」のある人を優先採
用したり、自社でヘルパーを養成・派遣する
ところも出てきていることも、「福利厚生」
の記事で紹介されている（労務研究所，１９６２
b：１６）。
家事サービスの利用が阻害される要因につ
いては、とかく「他人に家の中をのぞかれた
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くない」という価値文化的な理由が指摘され
やすい。このような傾向をふまえると、事業
内ホームヘルプ制度の利用層に社会階層的な
偏りがあったという事実はとても興味深い。
今後、家事サービス利用に関する考察を深め
る上でよい検討材料といえよう。
５ 考察：日本における家事の社会化
と事業内ホームヘルプ制度
事業内ホームヘルプ制度の展開の過程から
見えてくることは、日本の高度経済成長期が、
近隣間の相互扶助の衰退に伴って都市に居住
する労働者家族の脆弱性が表面化する過程と
いう一面を持っていた点である。こうした状
況下、家事サービス業の近代化という形で
「家事の社会化」を促し、労働者家族の抱え
るリスクを保護する方策を示した点で、事業
内ホームヘルプ制度は一定の役割を果たした
といえる。本稿を閉じるにあたって、日本に
おける家事の社会化とその阻害要因に関する
考察を通じて、本制度のもつ意義を振り返り
たい。
外部の家事サービス利用が阻害される要因
を検討する際、家族に対する外部からの介入
を拒否する価値文化的要因が指摘されること
が多い。さらに、社会福祉研究者からは公的
サービスを利用することに伴なう屈辱感情も
よく指摘されるところである。
例えば、高齢者向けホームヘルプ制度であ
る老人家庭奉仕員制度の普及に尽力した森幹
郎は、欧米と比較して日本でホームヘルプサー
ビスの普及が遅れた理由のひとつに、「公的
な手が家庭の中にはいっていくことに対して
は、高い壁が立ちはだかっていた」ことを挙
げる（森，１９７４：１９）。現代家族を様々なリ
スクから守るため、この種の拒否反応をいか
【表２ 役職者、一般社員、その他の区別によるヘルパーの利用状況】
［日立製作所中央研究所］
部長 課長 ユニットリーダー 企画職 一般 その他
派遣日数 １３日 ６７日 ７２日 ５４日 ５日 ８日
派遣比率 ６％ ３１％ ３３％ ２４％ ２％ ４％
（注）労務研究所『旬刊福利厚生』４９５号（１９６５）、８頁。いずれも１９６４（昭和３９）年４月～１９６５（昭和４０）年３月分実績
部課長以上 部課長以下 その他（独身）
派遣日数 ２０１日 ２５日 ４５日
派遣比率 ７４％ １０％ １６％
利用者数 ７人 ４人 ２人
［金融保険業Ｊ社］
部長級 課長級 一般 その他
派遣日数 ４１日 ９日 １２日 ２９日
派 遣 率 ４５．１％ ９．９％ １３．５％ ３１．５％
［帝国石油］
部長以上 課長以上 班・係長以上 一般社員
派遣日数 ８０日 ７９日 ７５日 ０
派遣比率 ３４％ ３４％ ３２％ ０
［ジェコー］
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に軽減するかについての考察が求められよう。
この課題について、先行研究では介護問題
との関連で論じられることが多い。例えば、
農村部の調査を通じて介護サービス利用の阻
害要因を考察した、石田一紀や藤崎宏子の研
究である。石田（１９９６）は、社会福祉サービ
スの活用に伴う屈辱感よりも、①家族関係や
生活力が脆弱化し介護者に介護の余裕がない
こと（要介護者のＡＤＬが回復し、介護の手
間が増加するのは迷惑である）、及び②農村
部の精神的土壌としての因習主義や相互干渉
が介護者に大きな精神的負担になることの方
が、より大きな阻害要因になると主張する。
一方、藤崎（２０００）は、老親子同居家族が
外部の介護サービス利用を忌避することを
「（介護問題の）囲い込み」と呼び、この囲
い込みのプロセスについて考察する。そこで
は、介護が「割の合わない労働」となりつつ
ある現在、介護の動機づけを得るため介護者
が介護を「愛情行為」として意味づけること
が、周囲からの援助や介入を困難にする点に、
藤崎は特に注目している。
一方、本稿で取り上げた事業内ホームヘル
プ制度の利用状況からは、当該制度が企業の
福利厚生の一環として低い経済負担で活用で
きるにもかかわらず、社会階層の低い工員層
の利用が伸び悩むという事実が明らかとなっ
た。当初、労働者家庭の保護を通じて労働生
産性を高めようとした労働省や経営者層の思
惑と逆行する結果になったのは皮肉なことで
ある。
このように、利用差の社会階層によってホー
ムヘルパーの利用度に大きな差が生じたとい
う事実は、日本における外部サービス利用の
阻害要因を考察する際、社会学者がよく指摘
するところの「家族の私事化」について、よ
り掘りさげた考察が必要なことを示唆してい
るように思われる。
現代の日本家族の特徴のひとつとして、外
部からの介入や侵犯を忌避する「家族の私事
化」が挙げられる。しかし、１９６０年代の高度
経済成長期にさかのぼれば、都市部において
根強い家事使用人需要があったにもかかわら
ず、それに答えられるだけの労働力に乏しかっ
たという現実もあったのである。高度経済成
長期を境として日本家族が変容したという認
識を起点としつつ、社会階層の側面からも家
事の社会化の問題を検討することが今後強く
求められよう。
【注】
１）ここでいう「事業場」は、一般にいう
「企業」とは区別して用いられていること
に注意が必要である。事業内ホームヘルプ
制度では、各雇用主が雇用するヘルパーの
管理責任を負うことが定められた。そのた
め、全国展開している企業の場合、直接ヘ
ルパーの管理責任を負える管理主体を明示
するため、「事業場」という用語が用いら
れている。
２）この共同方式に対し、一事業所が単独で
運営する従来の方式は「単一方式」と呼称
された。
３）当時の日本の経営層がこうした認識をもっ
ていたことは、他の研究でも指摘されてい
る。例えば日本鋼管では、ある工場で起き
た事故の原因が、病気の妻を看病した工員
の疲労によることがわかったため、事故防
止の一環として「新生活運動」をはじめと
する従業員家族対策が本格的に始められた
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ことが紹介されている（Gordon，２００６）。
４）事業内ホームヘルプ制度が始まった１９６０
（昭和３５）年当時、通勤家事使用人の利用
料は月額で約１０，０００円だった。当時の日本
の勤労者世帯の平均収入が月額約４万円程
度だったことを考えると、いかに高額かが
わかる。
５）実際、従業員に対する福利厚生の余裕が
日本企業から失われ始める昭和５０年代にな
ると、企業によるホームヘルプ制度の主流
は、それまでの常雇ヘルパーの派遣から、
家政婦サービス利用に対する補助金支給へ
と転換している。
６）当時、労働省が実施した住込・通勤家事
使用人調査では、賃金が低額であることや、
雇い主からの不当な要求に家事使用人たち
が苦しんでいる状況等が明らかとなってい
る。
７）なお、労働省が事業内ホームヘルプ制度
を始める以前から、従業員家族を対象とす
る家事援助制度を行っている企業もあった。
富士銀行では、すでに１９５１（昭和２６）年６
月から独自のホームヘルプ制度を開始して
いたことが福利厚生の専門誌「労働法令通
信」に紹介されている（労働法令協会：
１９６０）。
８）職業安定法４４条で定められている「労働
者供給事業の禁止」条項の狙いは、まさに
これら中間搾取や派遣労働者の強制労働を
防止することにあった。
９）その後、中年婦人の就職先を開発するた
め、労働省は婦人労働能力活用事業（「ファ
ミリー・サービス・クラブ」）を１９８２（昭
和５７）年度から開始する。事業を受託した
全国地域婦人団体連絡協議会は、大都市圏
を中心に生活上の相互扶助を行う団体を組
織し、最盛期には２８都市まで同事業が広まっ
た。同事業は、後に労働省が育児専門のファ
ミリーサポートセンター設立のため事業補
助を廃止する１９９４（平成６）年まで続けら
れた。
１０）雇用したヘルパーを効率よく活用するた
め、多くの事業場では、独身寮等の福利厚
生施設の業務を兼任させることで閑散時の
ヘルパーの活用を図った。
１１）労働省が示した運営方針では、ホームヘ
ルパーの賃金について、その平均月額が当
該地方の一般家政婦の賃金より下回らない
よう定められていた。この点もヘルパーの
高報酬化に拍車をかけた。
１２）事業内ホームヘルプ制度を日本で最初に
開始した石川島重工業も例外ではなく、そ
の利用者構成は同年現在で職員７３％、工員
２７％であったという（労務研究所，１９６２a：
１６）。
１３）「福利厚生」の記事では、ある企業の話
として、ヘルパー採用候補者が家事指導者
気取りで採用担当課長を「やりこめた」た
め、採用が見送りになったエピソードが紹
介されている（労務研究所，１９６２b：１６）。
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Introduction and Development of the“Home Help System within the Enterprise”
by the Former Ministry of Labour
Isao NISHIURA
ABSTRACT
In this text, the social background of the system introduction and the problem of the
home help system within the enterprise that the former Ministry of Labor had started
in １９６０ in the management were taken up.
During the period of higheconomic growth in Japan, the worker family increased rap-
idly to the urban area. the problem that the housework proxy was not able to be se-
cured was coming to light when housewife held the trouble such as the sicknesses.
There was an aim of securing finding employment ahead of a middleaged woman by
modernizing the domestic service industry while“Home Help System within the Enter-
prise”that was the system that the enterprise was always employed the home helper,
and sent to the employee home relieved such a worker family.
The number of enterprises that adopted the new home help system increased well. On
the other hand, the voice of unable to move upward of the number of users and interfer-
ing to management came to be pointed out. The cause was considered from the point
under discussion of socialization of housework.
Usually, privatization in family is often pointed out as an obstruction factor of the ex-
ternal service use. But the author pointed out that the user's social hierarchy was impor-
tant as one of the causes.
Key words：home help system, modernization of domestic service industry, socialization
of housework, privatization in family
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